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（２） これまでの主な経営健全化の取組

〇経営体制の効率化
　平成28年10月より、石岡市簡易水道事業を湖北水道企業団水道事業に統合することで、効率的な経営体制を確立することとした。

〇収益確保及び経費の削減
  検針、開・閉栓、料金徴収業務及び水道施設運転管理業務について、民間委託を導入している。

*1　「広域化」とは、①事業統合、②経営の一体化、③管理の一体化、④施設の共同化をいい、それぞれの内容は以下のとおりである。なお、将来の広域化に向けた他団体との勉強会
の設置や人事交流等について説明すべきものがあればその内容も記載すること。
①経営主体も事業も一つに統合された形態、②経営主体は一つだか、認可上、事業は別の形態、③維持管理業務や総務系の事務処理などを共同実施あるいは共同委託等により実施
する形態、④浄水場、配水池、水質試験センターなどの施設を共同保有する形態

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まな

平 成 9 年 4 月 1 日

職　　　　　員　　　　　数 令和6年3月31日(R5年度末)現在の職員数は事務職員が15名、技術職員が7名の計22名である。

事　業　運　営　組　織

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

（１）料金体系の概要
　基本料金と従量料金による二部料金制としており、一般用４段階の逓増型従量料金制である。

（２）料金体系の考え方
　地方公営企業法の受益者負担の原則に沿った独立採算制及び水道法の適正な原価、健全運営の確保等を
基本に、適正な料金水準を満たす料金体系を設定している。

　組織は、事務局長、参事の下、総務課、業務課、施設課の3つの課からなり、総務課は、庶務、財政の
２グループ、業務課は、業務、給水の２グループ、施設課は、施設、管理、配水の3グループである。
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施 設 能 力 36,900 ㎥／日 施 設 利 用 率 50.2

0.903

水 源 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

施 設 数
浄水場設置数 2

管 路 延 長 337.0

千ｍ配水池設置数

事業の現況

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 37 年 3 月 31 日 計 画 給 水 人 口 63,630

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適全部
現 在 給 水 人 口 令和　5　年度末　　　50,502

有 収 水 量 密 度

事 業 名 ： 水道事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～ 年度

湖北水道企業団水道事業　経営戦略

団 体 名 ： 湖北水道企業団

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他



（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

　 給水人口は、実績の減少傾向が続き、令和5年度が50,502人(実績)、令和16年度には45,453人まで減少すると予測される。

水需要の予測

　給水量は平成26年度以後、増加に転じた年度もあるが全体的には減少傾向が続いている。
　一日最大給水量は、令和5年度実績の20,030㎥/日に対して、令和16年度は18,696㎥/日と、約6.7パーセント減少すると予測される。
　一日平均給水量も、令和5年度実績の18,517㎥/日に対して、令和16年度は16,097㎥/日と、約13.1パーセント減少すると予測される。

料金収入の見通し

　今後、給水人口減に伴う水需要の減少が見込まれ、健全な経営を確保するために料金水準の見直しが必要となる。したがって、水道事業の
健全経営を維持するため、逐次料金の見直しを行う。

施設の見通し

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

  令和5年度の経営状況は、別紙１の経営分析表に示すとおりである。

給水人口の予測

　本水道事業は、2の浄水場と5の配水池を有しており、水源は、地下水及び県水受水である。
　給水人口減に伴う水需要の減少が見込まれるため、施設更新時に施設のダウンサイジング及び廃止について検討する。
　また、自己水（地下水）と県水受水の比率についても、非常時等の対応方法を含めて検討を進める。

組織の見通し

１．増加する更新需要に対する対応
　管路及び施設の更新需要が大幅に増加すると予想されることから、更新事業量に対する事務内容や事務量の検証を行い、それらに柔軟か
つ効率的に業務が行える組織体制を構築する。また、水道事業を効率的に運営するため、民間委託の範囲、官民連携の在り方や茨城県の示
す広域化についても検討を進める。
２．技術継承
　経験豊かな職員の技術を継承するため、中長期的な視点で職員教育を計画する。また、民間事業者の持つノウハウを活用するなど、業務を
より効率的に進めることについても検討を進める。
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標
　施設の耐震化や水質課題への対応を積極的に取り組みつつ、既存施設の老朽化対策として管路や設備の計
画的な更新整備を進める。

（計画期間内に実施する主な投資の内容）
〇施設の耐震化
　耐震性能が満足していないと想定される施設を対象に耐震診断を実施して施設の耐震化を進める。
〇水質管理
　PFOS及びPFOAに関しての継続的なモニタリングを実施し、安全な水の供給に配慮する。
〇老朽管の計画的な更新
　重要路線などを考慮して、老朽化した配管の更新優先度を検討し計画的な管路更新を実施する。

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標
 経営努力により事業コストの縮減を図りながら、投資の財源となる企業債の抑制や支払利息の軽減に努め、経
営の健全化を図り、必要に応じて料金水準・体系の見直しを行う。

１．事業概要
　本水道事業は、昭和37年3月31日に厚生大臣より事業認可を受けて、旧石岡市（三村・関川地区除く）及び旧玉里村の高崎地区を給水区域
として、昭和40年4月1日に給水を開始した。また、平成28年10月より三村地区簡易水道事業を統合して広域化を図った。今後は、「湖北水道
企業団水道事業ビジョン（令和7年4月改定）」で示す理想像、安全（安心し、安全な水が飲める水道）、強靭（災害に強く、安定供給できる水
道）、持続（長期的に、安定した経営が持続可能な水道）の実現に向け、事業を実施していく。
２．基本理念
　「地域と未来をつなぐ湖北の水道」を基本理念として、将来の需要減に伴う料金収入の減少に対応しつつ、安全で安定した水道を目指す。
３．基本方針
　施設については、耐震化と併せた老朽化対策を行い、管路については老朽管を優先的に計画な更新を実施していく。また、業務の効率化等
による費用の削減や広域化による人材・技術力の確保や施設の統廃合を考慮していく。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別紙２に示すとおりである。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

（主な収入の積算の考え方）
〇料金収入
　　現行料金体系を基本として推計している。
〇企業債
　　可能な限り発行額の抑制に努めることを基本に積算している。
〇料金に関する事項
　　収納率を向上させるため、収納方法の拡充について検討を行う。

各費目の算定条件は、別紙３に示すとおりである。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

職 員 給 与 費
　社会情勢との適合を基本的な考え方とし、人事院勧告や事業の経営状況等を踏まえながら、引き続
き給与の適正化に取り組んでいく。

そ の 他 の 取 組

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　水道ビジョンなどの計画見直し（PDCAサイクル）に併せて、新たな課題や財源確保等についの検証
に基づいた策定内容の見直しを行う。

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料
　これまでの浄水場運転などの個別委託から、委託範囲の拡大、包括的委託など、多様な委託方式
の導入の可能性を新たに検討していく。

修 繕 費
　施設・設備の維持管理データの蓄積や点検調査の基準化により、適切な保守点検を検討すること
で、突発的な修繕費用を削減するとともに、施設・設備の長寿命化を図る。

動 力 費
　エネルギー効率の優れた機器更新や電力ピークカットによる電力負荷低減を図る。

繰 入 金

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

 大口定期預金等による資金運用を行い、収益（預金利息）を確保している。今後もこれらの取組みを
継続し、収入増加を図り、健全な事業経営に努めていく。

そ の 他 の 取 組

そ の 他 の 取 組

料 金
　現行の料金体系では、令和14年度以降に赤字が見込まれることから、料金水準の見直しによる収
入の増額を検討する。

企 業 債
　可能な限り発行額を抑制することを基本とし、企業債残高対給水収益比率の推移を注視しながら適
正な借入額の検討を行う。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　将来の水需要を把握し、施設のダウンサイジングや配管口径の縮径の検討を行う。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

　施設台帳の整備を進めてアセットマネジメントのレベル向上に取り組むことで、施設・設備の長寿命
化を図りながら効率的な施設の更新を進める。

広 域 化
　茨城県の進める広域化をはじめとした様々な広域連携を模索するとともに、近隣水道事業体と災害
時における応急給水体制の強化を図る。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

　水道料金徴収業務や浄水場運転管理業務などを民間業者へ委託して、経営の効率化を図ってきた
が、より効率的な経営を進めるために、その委託範囲や官民連携のあり方について検討する。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　将来の水需要を把握し、施設更新時に統廃合やダウンサイジングの検討を行う。



全体総括

68.03

【経常収支比率】昨年度に比べ経常収益が増え、経
常費用が減ったことにより4%ほど増加している。今
後も経常収支比率100％以上の健全な水準を保つた
めに費用の削減と事業の財源確保が必要である。
【流動比率】昨年度より減少しているが、これは企
業債償還金および未払金が増えたことによる流動負
債の増加が主な要因である。引き続き工事発注時期
等を考慮し比率の維持を図る必要がある。
【企業債残高対給水収益比率】類似団体平均値と比
べれば低い数値だが、令和元年度から経営戦略に基
づいた企業債の借入を行っているため、今後は上昇
していくと考えられる。したがって、この数値を注
視しながら借入額の検討を図っていく必要がある。
【料金回収率・給水原価】年間総有収水量が増え、
また経常費用が抑えられたことによる給水原価の減
少が影響し、昨年度に比べ料金回収率は増加してい
る。今後も適正な給水原価を維持した健全な経営を
努める。
【施設利用率】通年してみるとほぼ横ばいが続いて
いるが、今後は使用水量減による配水量の減少が見
込まれるため、引き続き現有施設ダウンサイジング
等の検討が必要である。
【有収率】継続した漏水調査による修繕や経営戦略
に基づく管路更新により類似団体に比べ、高い数値
を維持している。今後も計画的な調査や管路更新に
より高い有収率の維持向上を図る。

2. 老朽化の状況について

【有形固定資産減価償却率】令和元年度から経営戦
略に基づいて老朽施設・管路の更新を進めている
が、依然として平均値より高い水準となっており、
資産の老朽化が顕著にあらわれている。今後も、積
極的に老朽施設・管路の更新を進めていく必要があ
る。
【管路経年化率】昨年度に比べ数値は下がっている
が、法定耐用年数を超過した管路が依然として増え
ており、類似団体よりも管路更新の緊急性が高いこ
とが分かる。経営戦略に基づいた計画的な管路更新
を進めていく必要がある。
【管路更新率】経営戦略で示している石綿管更新を
中心とした管更新工事を積極的に行っている効果も
あり、数値は上がっている。今後も、適正に財源を
確保しながら更新率の向上を図る。

2. 老朽化の状況

給水区域面積(km
2
) 給水人口密度(人/km

2
) － 類似団体平均値（平均値）

給水人口の減少、また節水機器の普及等による1世
帯あたりの使用水量の低下に伴い、今後給水収益の
減少は避けられない。このため、さらなる無駄なコ
ストの縮減、維持管理費の見直しにより、経常収支
比率や給水原価の適正な維持を図らなくてはならな
い。
石綿管更新を中心とした管路更新工事を進めるにあ
たり、財源となる企業債の借入れにおいては、金利
等の社会情勢の動向にも注視し、将来への負担をで
きるだけ軽減するような策も講じなければならな
い。
また、今後の水需要予測を踏まえ、配水場、井戸等
の将来的な施設利用を見きわめたうえで必要な更新
整備を進めていく必要がある。
事業運営のベースとなる水道事業ビジョンおよび経
営戦略等を随時検証し、より健全経営を目指した事
業計画を立て、実行していかなくてはならない。

742.35 【】 令和5年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 75.74 43.27 4,213 50,502

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人)

- - - ■ 当該団体値（当該値）法適用 水道事業 末端給水事業 A4 その他

経営比較分析表（令和5年度決算）
茨城県　湖北水道企業団

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例
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平均値 0.63 0.60 0.56 0.60 0.53
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○収益的収支 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

（法適用） 年　　　　　　度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ）

収 収 １． 営業収益 (A) 1,466,967 1,437,843 1,454,106 1,411,910 1,399,381 1,386,851 1,377,833 1,361,793 1,349,345 1,336,977 1,327,336 1,460,396 1,448,157 1,436,099

益 益 (1) 料金収入 1,405,486 1,382,872 1,400,747 1,348,802 1,336,273 1,323,743 1,314,725 1,298,685 1,286,237 1,273,869 1,264,228 1,397,288 1,385,049 1,372,991

的 的 (2) その他 61,481 54,971 53,359 63,108 63,108 63,108 63,108 63,108 63,108 63,108 63,108 63,108 63,108 63,108

収 収 ２． 営業外収益 116,400 132,719 153,110 160,670 161,578 158,126 157,114 156,563 156,498 156,750 146,459 133,003 131,100 129,400

支 入 (1) 受取利息及び配当金 180 198 2,286 881 881 881 881 881 881 881 881 881 881 881

(2) 長期前受金戻入 105,125 111,356 134,086 142,217 143,125 139,673 138,661 138,110 138,045 138,297 128,006 114,550 112,647 110,947

(3) その他 11,095 21,165 16,738 17,572 17,572 17,572 17,572 17,572 17,572 17,572 17,572 17,572 17,572 17,572

収入計 (C) 1,583,367 1,570,562 1,607,216 1,572,580 1,560,959 1,544,977 1,534,947 1,518,356 1,505,843 1,493,727 1,473,795 1,593,399 1,579,257 1,565,499

収 １． 営業費用 1,373,897 1,448,335 1,427,526 1,446,852 1,440,156 1,437,891 1,415,636 1,406,330 1,410,055 1,414,617 1,417,940 1,423,012 1,430,175 1,424,699

益 (1) 人件費 177,698 171,258 169,454 181,328 181,328 181,328 181,328 181,328 181,328 181,328 181,328 181,328 181,328 181,328

的 人件費 177,698 171,258 169,454 181,328 181,328 181,328 181,328 181,328 181,328 181,328 181,328 181,328 181,328 181,328

支 (2) 経費 748,461 844,864 799,466 794,091 791,736 789,397 787,658 784,726 782,411 780,108 778,281 775,256 773,215 771,211

出 動力費 75,643 111,051 92,407 88,865 87,964 87,069 86,404 85,282 84,396 83,515 82,816 81,659 80,878 80,111

薬品費 6,574 7,175 7,708 7,410 7,335 7,261 7,205 7,112 7,038 6,964 6,906 6,809 6,744 6,680

修繕費 73,206 121,714 70,349 88,423 88,423 88,423 88,423 88,423 88,423 88,423 88,423 88,423 88,423 88,423

委託費 214,217 215,731 238,121 222,690 222,690 222,690 222,690 222,690 222,690 222,690 222,690 222,690 222,690 222,690

受水費 345,384 352,641 345,748 348,329 346,950 345,580 344,562 342,845 341,490 340,142 339,072 337,301 336,106 334,933

受託工事費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 33,437 36,552 45,133 38,374 38,374 38,374 38,374 38,374 38,374 38,374 38,374 38,374 38,374 38,374

(3) 減価償却費 434,179 423,991 413,810 430,198 425,857 425,931 405,415 399,041 405,081 411,946 417,096 425,193 434,397 430,925

(4) 資産減耗費 13,559 8,222 44,796 41,235 41,235 41,235 41,235 41,235 41,235 41,235 41,235 41,235 41,235 41,235

２． 営業外費用 29,842 26,047 22,914 21,204 18,147 17,720 17,645 17,580 17,623 19,561 21,471 23,348 25,193 27,005

(1) 支払利息 29,839 26,042 22,908 21,204 18,147 17,720 17,645 17,580 17,623 19,561 21,471 23,348 25,193 27,005

(2) その他 3 5 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支出計 (D) 1,403,739 1,474,382 1,450,440 1,468,056 1,458,303 1,455,611 1,433,281 1,423,910 1,427,678 1,434,178 1,439,411 1,446,360 1,455,368 1,451,704

経常損益 (C)-(D) (E) 179,628 96,180 156,776 104,524 102,656 89,366 101,666 94,446 78,165 59,549 34,384 147,039 123,889 113,795

特別損失 (G) 1,215 1,212 967 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

特別損益 (F)-(G) (H) △ 1,215 △ 1,212 △ 967 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当年度純利益（又は純損失） (E)+(H) 178,413 94,968 155,809 104,524 102,656 89,366 101,666 94,446 78,165 59,549 34,384 147,039 123,889 113,795

※小数点以下の端数により合計が異なる場合があります。

○資本的収支 充当率(R6年度以降各年で変動)⇒ 67% 49% 45% 10% 10% 10% 10% 10% 40% 40% 40% 40% 40% 40%

（法適用） 年　　　　　度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度

区　　　　　分 （比率入力） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ） （ 推 計 ）

資 収 １． 企業債 1.0% 190,000 180,000 218,000 58,867 65,967 65,967 65,967 65,967 263,870 263,870 263,870 263,870 263,870 263,870

本 入 ２． 他会計出資金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

的 ３． 他会計補助金 39,645 40,025 40,410 40,800 41,194 41,593 41,998 42,407 42,822 43,241 43,666 42,550 44,532 44,973

収 ４． 固定資産売却代金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支 ５． 工事負担金 14,451 18,344 16,886 41,857 41,857 41,857 41,857 41,857 41,857 41,857 41,857 41,857 41,857 41,857

計 (A) 244,096 238,369 275,296 141,524 149,018 149,417 149,822 150,231 348,549 348,968 349,393 348,277 350,259 350,700

(A)のうち翌年度へ繰り越される支出の財源充当額 (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

純計 (A)-(B) (C) 244,096 238,369 275,296 141,524 149,018 149,417 149,822 150,231 348,549 348,968 349,393 348,277 350,259 350,700

支 １． 建設改良費 284,651 363,819 482,843 624,694 695,000 695,000 695,000 695,000 695,000 695,000 695,000 695,000 695,000 695,000

出 ２． 企業債償還金 183,784 222,220 153,589 142,828 78,663 68,859 74,805 68,412 76,341 79,126 82,191 85,288 88,418 91,580

計 (D) 468,435 586,039 636,432 767,522 773,663 763,859 769,805 763,412 771,341 774,126 777,191 780,288 783,418 786,580

資本的収入額が資本的支出額に 不足する額     　　    (D)-(C) (E) 224,339 347,670 361,136 625,998 624,645 614,442 619,983 613,181 422,792 425,158 427,798 432,011 433,159 435,880

企業債残高 (H) 1,988,892 1,946,673 2,011,084 1,927,123 1,914,427 1,911,535 1,902,697 1,900,252 2,087,781 2,272,525 2,454,203 2,632,785 2,808,236 2,980,526

資金残高（注） (H) 1,924,565 1,868,069 2,132,661 1,994,607 1,857,780 1,721,352 1,572,139 1,416,644 1,441,320 1,451,584 1,449,443 1,577,408 1,691,984 1,791,929

※小数点以下の端数により合計が異なる場合があります。

注）「資金残高」は（「流動資産」－「貯蔵品」）－（「流動負債」－「1年以内に償還期限の到達する企業債及び長期借入金」－「リース債務」）で算定した額（使用可能額とみなす）を表示しています。

改定率 12%
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